
（単位：千円）

金　　額 金　　額

(173,204,433) (109,135,252)

20,458,961 75,555,645

1,732,217 389,274

471,444 70,750,000

9,545,361 311,808

3,054,297 1,232,572

2,494,934 603,397

966,041 745,373

84,138 762,188

1,456,447 343,488

127,571 417,542

526,505

33,579,607

152,745,472 20,725,000

148,657,635 286,062

55,758,260 6,282,794

 1,776,870 1,502,035

74,797 116,268

192,613 4,649,960

89,575,808 17,486

1,279,285

403,692 (64,069,180)

294,201 63,938,878

90,308 3,037,350

19,182 38,577,699

3,684,144 38,428,299

1,953,323 149,400

455,341 22,323,829

903,977 22,323,829

340,280 22,323,829

38,505 130,302

△ 7,284 その他有価証券評価差額金 130,302

173,204,433 173,204,433

（金額は千円未満の端数を切り捨てております。）

科　　　　目

（負　債　の　部）

販 売 用 不 動 産 未 払 金

仕 掛 不 動 産

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

短 期 借 入 金

流 動 負 債

売 掛 金

開 発 用 不 動 産

契 約 負 債

未 払 法 人 税 等

前 渡 金

預 り 金前 払 費 用

前 受 金

短 期 貸 付 金

長 期 借 入 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

そ の 他未 収 消 費 税 等

固 定 負 債

固 定 資 産

構 築 物

資 産 除 去 債 務

繰 延 税 金 負 債

役員退職慰労引当金

退 職 給 付 引 当 金

預 り 敷 金 保 証 金建 物

有 形 固 定 資 産

土 地

建 設 仮 勘 定

機 械 装 置

そ の 他

工 具 器 具 備 品

資 本 剰 余 金

（純　資　産　の　部）

株 主 資 本

資 本 金

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定

諸 施 設 利 用 権 等

無 形 固 定 資 産

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金投 資 有 価 証 券

投資その他の資産

繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他

負 債 及 び 純 資 産 合 計

貸　　借　　対　　照　　表
［２０２６年３月３１日現在］

科　　　　目

（資　産　の　部）

ソ フ ト ウ エ ア

流 動 資 産

資　産　合　計

差 入 敷 金 保 証 金

貸 倒 引 当 金

評価・換算差額等

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用
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（単位：千円）

13,596,623

11,569,849

1,556,942 26,723,415

17,203,350

9,520,065

販売費及び一般管理費 4,381,901

5,138,163

885,997

587,422 1,473,420

1,054,358

715,306 1,769,664

4,841,918

2,357

3,256

9,100 14,714

4,827,204

1,431,198

△ 220,706 1,210,492

3,616,711

（金額は千円未満の端数を切り捨てております。）

固 定 資 産 廃 却 損

営 業 利 益

売 上 総 利 益

特 別 損 失

損　　益　　計　　算　　書

［２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日まで］

不 動 産 販 売 事 業 売 上 高

不 動 産 賃 貸 事 業 売 上 高

科       目

売 上 高

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

減 損 損 失

金       額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

経 常 利 益

そ の 他 事 業 売 上 高

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他

支 払 利 息

そ の 他

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

売 上 原 価

固 定 資 産 解 体 撤 去 費
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個 別 注 記 表 
 

 

２０２５年 ４月 １日から 

 

２０２６年 ３月３１日まで 

 

 

〔１〕 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

〔２〕 収益認識に関する注記 

 

〔３〕 会計上の見積りに関する注記 

 

〔４〕 貸借対照表に関する注記 

 

〔５〕 損益計算書に関する注記 

 

〔６〕 株主資本等変動計算書に関する注記 

 

〔７〕 税効果会計に関する注記 

 

〔８〕 金融商品の時価等に関する注記 

 

〔９〕賃貸等不動産の時価等に関する注記 

 

〔１０〕関連当事者との取引に関する注記 

 

〔１１〕１株当たり情報に関する注記 
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〔１〕重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 
  １．有価証券の評価基準及び評価方法 

     子会社株式及び関連会社株式                 移動平均法に基づく原価法 

     その他有価証券 

           市場価格のない株式等以外のもの          決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理、 

売却原価は移動平均法により算定）       

       市場価格のない株式等                    移動平均法に基づく原価法 

 

  ２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

     販売用不動産、開発用不動産 

 個別法に基づく原価法 

仕掛不動産                    （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 

簿価切下げの方法により算定）   

 

  ３．固定資産の減価償却の方法 

   （１）有形固定資産 

      定額法によっております。 

       

   （２）無形固定資産 

      定額法によっております。なお、自己利用のソフトウエアについては、社内における 

      利用可能期間（5年）に基づいております。 

 

   （３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

     

  ４．引当金の計上基準 

   （１）貸倒引当金          債権の貸倒による損失に備えるため､一般債権については貸倒 

実績率法により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に 

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

   （２）賞与引当金      従業員に対する賞与の支給に備えるため､支給見込額基準により 

計上しております。 

 

   （３）退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため､当期末における退職給付債務額 

の見込額に基づき､当期末において発生していると認められる額 

を計上しております。なお、数理計算上の差異は、その発生時の 

従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（12年）で、発生の 

翌期から定額法により費用処理しております。また、過去勤務 

費用は、その発生時に一括費用処理しております｡ 

 

   （４）役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給 

内規に基づく期末要支給額を計上しております。    
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  ５．消費税等の会計処理 

固定資産に係る控除対象外消費税等は、一括して「投資その他の資産」の長期前払費   

用に計上し、5年間で均等償却しております。 

 

６．グループ通算制度の適用  

当社及び連結子会社は、グループ通算制度を適用しております。 

 

７．収益及び費用の計上基準 

 当社における主要な事業における顧客との契約に基づく主な履行義務の内容及び収
益を認識する通常の時点は以下の通りです。 
 

（１）不動産賃貸 

   不動産賃貸は、賃貸マンション、オフィスビル等を、顧客との賃貸借契約等に基づき、

顧客へ賃貸する義務を負っております。当該履行義務は、その他の源泉から生じる収

益として、リース取引に関する会計基準に従って、収益を認識しております。 

 

（２）不動産販売 

不動産販売は、分譲住戸・戸建住宅・宅地及び賃貸マンション等を、顧客との不動産
売買契約に基づき当該物件の引き渡しを行う義務を負っております。当該履行義務
は、顧客に物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡時点にお
いて収益を認識しております。 

 
（３）保険代理店 

保険代理店は、一般消費者および事業会社等の保険契約者のニーズに応じて、保険
会社に対し保険契約の取次（契約締結、契約変更、保険料回収等）を行う義務を負
っております。当該履行義務は、保険契約の取次後、保険会社が保険料を回収した
時点で当社の履行義務の充足が確認されるものであり、当該回収時点にて代理店契
約に基づく手数料を収益として認識しております。 
 

 

〔２〕収益認識に関する注記 

 

収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は、「〔１〕重要な会計方針に係る事項に関する注記   

７．収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。 
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〔３〕会計上の見積りに関する注記 

 

会計上の見積りは入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。 
当事業年度の会計上の見積り項目のうち、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす可
能性がある項目及び影響額等は以下の通りです。 

 

１．固定資産の評価 

当社は、当事業年度においては、売上原価として90,517千円、特別損失として3,256
千円の固定資産減損損失を計上しており、当事業年度末の有形固定資産は148,657,635
千円であります。 

減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループから
得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がこれらの帳簿価額を下回る場合には、
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。 

回収可能価額には正味売却価額と使用価値のいずれか高い方を用いており、使用価値
については、将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引いて算出しております。 

将来キャッシュ・フローについては、過去の運営実績、将来の賃貸市場を考慮した
事業計画に基づき見積りを行っております。当該見積りには、市場の賃料水準、空室
率、割引率等の仮定を用いております。 

当該仮定の前提条件や事業環境などに変化が見られた場合には、翌事業年度の計算
書類に影響を及ぼす可能性があります。 

 

２．棚卸資産の評価 

     当社は、当事業年度末において、棚卸資産15,094,594千円を計上しております。 

販売目的で保有する棚卸資産は、収益性の低下等により期末における正味売却価額が
取得原価よりも下落している場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額と
しております。正味売却価額の算定に当たっては、直近の販売実績、将来の売買市場
の動向、近隣地域の開発計画、建設コストの動向等を考慮した事業計画に基づき見積り
を行っております。当該見積りには販売エリアの販売単価、工事単価、販売経費等の仮定
を用いております。 

当該仮定の前提条件や事業環境などに変化が見られた場合には、翌事業年度の計算
書類に影響を及ぼす可能性があります。 

 

 

〔４〕貸借対照表に関する注記 

  

  １．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

     短期金銭債権                        1,542,256千円 

     短期金銭債務                       70,355,277千円 

    長期金銭債権                          33,870千円 

     長期金銭債務                       12,501,673千円 

 

  ２．有形固定資産の減価償却累計額                34,848,176千円 

 

  

３．保有目的の変更 

前事業年度において固定資産に計上されていた「建物」、「土地」等の3,531,763千円を 

販売用不動産へ振替えております。 
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〔５〕損益計算書に関する注記 

 

  １．関係会社との取引高 

    営業取引による取引高 

売上高                                  2,892,729千円 

仕入高                                1,243,152千円 

その他                                  397,654千円 

営業取引以外の取引による取引高                      1,016,875千円 

 

    ２．顧客との契約から生じる収益 

当社は、当事業年度では、売上高として26,723,415千円を計上しております。このうち、顧客

との契約から生じる収益は、15,271,441千円です。 

 

３．減損損失 

  当社は、当事業年度では、以下の資産について減損損失を計上しております。 

（単位：千円） 

用  途 種類 減損損失 

賃貸資産 建物 89,611 

賃貸資産 構築物 825 

賃貸資産 工具器具備品 80 

社用資産 建物  2,946 

社用資産 構築物 25 

社用資産 工具器具備品 284 

計  93,774 

減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループから
得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がこれらの帳簿価額を下回る場合には、
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を、賃貸資産に係るものについては売
上原価に、それ以外の資産については特別損失に、減損損失として計上しております。 

回収可能価額には正味売却価額と使用価値のいずれか高い方を用いており、使用価値
については、将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引いて算出しております。 

将来キャッシュ・フローについては、過去の運営実績、将来の賃貸市場を考慮した
事業計画に基づき見積りを行っております。当該見積りには、市場の賃料水準、空室
率、割引率等の仮定を用いております。 

当事業年度においては、賃貸資産に係る減損損失として、売上原価に 90,517 千円計上、

社用資産に係る減損損失として、特別損失に 3,256 千円計上しております。 
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〔６〕株主資本等変動計算書に関する注記 

 

  １．当事業年度末における発行済株式の数          普通株式  57,670株 

 

２．配当に関する事項 

  （１）配当金支払額 

決  議 
株式の 

種類 

配当金の総額

（千円） 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2025年6月20日
定時株主総会 

普通株式 1,358,705 23,560 2025年3月31日 2025年6月23日 

 

  （２）基準日が当期に属する配当で効力の発生日が翌期になるもの 

   2026年6月19日開催予定の定時株主総会において、普通株式の配当に関する事項を 

次の通り付議する予定です。 
 
① 配当金の総額       1,975,485千円 

② 1株当たり配当額      34,255円00銭 

③ 基準日          2026年3月31日 

④ 効力発生日        2026年6月22日 
 

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

 

 

〔７〕税効果会計に関する注記 

 

  １．繰延税金負債の発生の主な原因 

繰延税金負債の発生の主な原因は、合併等による土地評価差額であります。 

 

  ２．繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に係る実効税率 

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算には、防衛特別法人税を含む実効税率を適用して

おります。 
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〔８〕金融商品の時価等に関する注記 

 

  １．金融商品の状況に関する事項 

    当社は、親会社等からの借入により資金を調達し、資金運用については短期的な貸付金等

に限定しております。 
 
    売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っておりま

す。また、投資有価証券は、非上場の不動産投資信託及び株式等であり、定期的に時価等

の把握を行っております。 
 

    借入金の使途は、運転資金及び設備投資資金であります。 

 

 ２．金融商品の時価等に関する事項 

       2026年3月31日現在（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの 

差額については、次の通りであります。 

  （単位：千円） 

 貸借対照表計上額

（※1） 

時価 

（※1） 

差額 

（１）投資有価証券 1,912,307 1,912,307 － 

（２）短期借入金(※2） (70,750,000) (70,748,475) (△1,524) 

（３）長期借入金 (20,725,000) (20,286,222) (△438,777) 

（４）預り敷金保証金 (6,282,794) (5,354,442) (△928,351) 

   （※1）負債に計上されているものについては、（ ）内で示しております。 

   （※2）1年内返済の長期借入金を含む。 

 

（注１）現金及び預金、売掛金、短期貸付金、買掛金、未払金、預り金については、短期間で

決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しており

ます。 

 

（注２）金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券に関する事項 

     

    （１）投資有価証券 

       非上場の不動産投資信託は基準価格によっております。 

  

（２）短期借入金、（４）預り敷金保証金 

          これらの時価については、（３）長期借入金の時価算定方法と同一の方法に 

よっております。 

 

    （３）長期借入金 

         元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて 

算定する方法によっております。 

 

（注３）非上場株式（貸借対照表計上額41,016千円）及び関係会社株式（貸借対照表計上額

455,341千円）は市場価格がないため、上表には含めておりません。 
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〔９〕賃貸等不動産の時価等に関する注記 

 

   １．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社は、兵庫県、大阪府、東京都その他の地域において、賃貸用の住居（寮・社宅を 

含む）及び商業施設、並びにオフィスビルを保有しております。 

2026年3月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸事業収益は11,451,974千円、 

賃貸事業損益は5,566,902千円であります。 

 

   ２．賃貸等不動産の時価に関する事項 

（単位：千円） 

貸借対照表計上額 時価 

145,334,068 178,426,837 

（注１）貸借対照表計上額は、建物及び土地の総額であり、取得価額から減価償却累計

額を控除した金額であります。 

（注２）当期末の時価は、主要な物件については「不動産鑑定基準」に基づく鑑定評価書等

による金額、その他の物件については路線価等の市場価格を反映していると考えら

れる指標に基づき算定した金額であります。 
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〔１０〕関連当事者との取引に関する注記 

 

 親会社及びその他の関係会社 

（単位：千円） 

属性 会社等

の名称 

議決権等の 

所有(被所有)

割合 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 東 京 セ

ン チ ュ

リー㈱ 

被所有 

直接 70％ 

役員の派遣受

入、資金の借入 
資金の借入 84,400,000 

短期借入金 68,200,000 

長期借入金 11,900,000 

利息の支払 953,836 
流動負債 

その他 
27,325 

子会社 TC 神 鋼

不 動 産

建設㈱ 

所有 

直接100％ 

役員・従業員の

派遣、物件修繕

工事等の委託、

資金の貸付 

資金の貸付 1,500,000 短期貸付金 1,100,000 

利息の受取 16,618 
流動資産 

その他 
44 

子会社 TC 神 鋼

不 動 産

サ ー ビ

ス㈱ 

所有 

直接100％ 

役員・従業員の

派遣、物件管理

業務の委託、資

金の借入 

資金の借入 1,523,076 短期借入金 1,500,000 

利息の支払 11,887 
流動負債 

その他 
48 

その他の 

関係会社 

㈱ 神 戸

製鋼所 

被所有 

直接 25％ 

 

寮・社宅の賃貸

等の売上､役員の

派遣受入 

売

上

高 

不動産賃貸 2,623,909 前受金 202,263 

その他 45,147 
差入敷金 

保証金 
33,870 

敷金・保証金の返還 263,718 
預り敷金 

保証金 
554,003 

  取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）利息の利率は、市場金利を反映して合理的に決定しており、担保の差入もありません。 

なお、借入の取引金額は、平均残高を記載しております。 

（注２）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上、 

決定しております。 

 （注３）上記金額のうち、取引金額には消費税等を含めておりません。 

 

〔１１〕１株当たり情報に関する注記 

 

   １株当たり純資産額                         1,110,962円04銭 

   １株当たり当期純利益                         62,713円92銭 

 

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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